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韓国資本主義論争の性格
一 世界経済の 「重層性」に基づ いて一
李 東 碩
は じ め に
韓国資本主義論争 とは,1980年代後半以降,韓 国社会の構造的な性格 とその
実戦的な変革理論 をめ ぐって,進 歩陣営 の理論家や実戦家が関わ った膨大な論
争 をさ してい る。 この論争 はユ985年か ら1989年まで とそれ以後 の時期に大 きく
分 けられ るが,一 貫 して韓国資本主義 に関す る総体的な認識 と展望 を試みて,
多様 に韓国資本主 義を規 定 して きた貴重 な成果 であ る。主 に 「性格」論争 で
あ っただけに,現 状分析を伴わない理論優位 の各種 テーゼの 「百家争鳴」 のよ
うな印象が強いが,論 争過程で実証研究 も追加 され,こ れが また論争を深化 さ
せ るなど一一定の成果が得 られた。 このような韓国資本主義論争が,韓 国資本主
義に とっては勿論,世 界経済 にとって も一大 「構造転換」期であった,1980年
代後半 に展開 された こと,同 時 にNIEs国で行われた ことに注 目したい。
20世紀の最後 の30年間を前 もって規定 してみる と,ユ970年代初頭 のオイル ・
シ ョック以 降の諸 国内での構造転換期,諸 国の政府 ・企業間の様 々な国際協調
が行われた1980年代,続 く90年代には,世 界経済の 「戦後構造」であ る二つの
体制による対立構 図が消滅す る.と い う20世紀の一大転換期であった、 さらに,
その後は,一 方で社会主義 の旗 を下 ろ した諸国が世界経済 ヒエラルキーの下位
へ急速 に包摂 される過程が進行すると同時 に,他 方で,か つての資本主義世界
経済 の方 向性(先 進国間の相互浸透 と先進国企業 による途上 国の重層的 ・垂直
的包摂過程)が よ り明確 に示 されてきた といえるであ ろう。つま りこの時期 に,
戦後世界経済の 「一体化」が急速 に進展 したのである。
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と ころが,こ の全 過 程 を基底 で 規定 す るの は,戦 後 一貫 して資 本 の集 積 ・集
中 水準 を高 め て きた 日 ・米 ・欧 多 国籍 企 業 に よ る,世 界 人 の 資 本 の 運 動 で あ
る㌔
実 際 に,1970年代 を通 しての急 速 な 産業構 造 転 換 を背景 の一つ と して,世 界
的規 模 で の寡 占 間競 争 が1980年代 に激化 し,先 進 国企 業間 の 国際 戦 略提 携 も活
発 とな った。 この世 界 的規 模 で の新 た な資 本 の運 動 は,韓 国 を含 め た若 干 の発
展途 上 国 に 「構 造転換 」 を もた ら した。 また,同 時 に 世界経 済 にお け る 「構 造
転換 」 も生 みだ した。つ ま り,1980年代後 半 に な る と,主 体 が 先進 国企 業 だ け
に限 られ て いた 途上 国 の重層 的 ・垂 直 的包摂 過 程 に,こ れ らの発 展 途上 国企 業
が加 わ る こ とに な って,世 界 大 での 独 占資 本の 運動 す る場 で あ り,結 果 で あ る,
世界 経 済構 造 の 「重層 性」 が生 じた の であ る。
この よ うに世 界 的 規 模 で の 「総 資 本」 の更 な る高 度 な運 動 に よ る 「従 属 変
数」 で あ りなが ら,ま た 同時 に新 しい ア ク ター で もあ る,韓 国 の資 本 の運 動 と
それ に規 定 され る労 資 関係,そ して そ の総 括 と して の韓 国資 本 主義 を如何 に捉
えるか は開発 経 済論 の領 域 で は勿論,世 界 経済 論 の領 域 に おい て も緊急 な.課題
で あ る2,。
本稿 は,こ の研 究課 題 を念頭 にお きなが ら,こ の よ うな 「構 造 転換 」 期 の韓
国資 本 主義 をめ ぐる韓 国資 本主 義 論 争 の到達 点 とその 限界 を明 らか に しょ う と
















論争 の展開過程に入 る前 に,最 近の韓国における労資関係の現実に関 して若
干触れてお くことにす る。
韓国経済は1986年か ら89年まで,史 上始 めて経常収支黒字を記録 した。また
この時期 はこれ らの経済的変化 に伴 って,賃 労働 関係 の再編成 にまで及ぶ政治
的な一大激動期であった。
1987年6月か ら爆発 した 「市民抗争」によって,大 統領直選制への改憲が実
現 し,一・定の民主主義の基本権が得 られた。今 まで社会を抑圧 してきた独裁体
制が倒れた歴 史的な出来事 であ った。引 き続 き,同 年の7月 か らは,最 も厳 し
い弾圧を受 けて きた労働 者階級 の運動が爆発 した。つ ま り,既存 の暴圧的な政
治体制が弱 まって,労 働者階級は労働組合の結成,賃 金の引 き上 げ,労 働条件
の改善,団 体交渉権等 を要求 して立 ち上が ったのであ る。 ここで1960年代以降
の経済成長過程 と共に成長 して きた大規模な労働者階級が,政 治的 ・経済的 に
影響力を与 えるよ うになった。 このように,1987年を境に韓国の大衆運動が階
級的性格 を もったことは特記すべ き点であ る。
ところが,1986年か らのいわゆる 「三低好況」が反転する89年末か ら内外蓄
積条件に変化が生 じた。競争力弱化 は斜陽産業で始 まって主力 産業 にまで拡大
し,既存の輸 出指向型工業化の中で構築 して きた成長方式が限界 に達 した,新
しい危機が始 まったのであ る。つ ま り,海外技術 に依存 して中低級製品を大量
生産 し,価格競争力 を武器に輸 出市場を拡大 して きた方式が.もはや機能せず,
「構造 的危機 」に急速 に進入 した。財欄系大企業 は政府の産業構造調整の方 向
に沿 って,弱 体化 した蓄積基盤を再編 している。その結果,財 閥系大企業は,
電気 ・電子,自 動車,石 油 ・化学分野では,高 付加価値素材 と部 品の生産を系
列化する一方,低 付加価値 の部 品は中規模 の中小企業 に委譲 して下請生産方式
にす るな ど,中 小企業 との企業間関係 に再編成がみられる。 また,87年以降の
労働 運動の高揚 と労働者 階級の全面的な進出によって,今 まで の専制 的な労働
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統制 による抑圧的蓄積構造 に一定 の限界が露呈 したことも,構 造的危機 を一層
加速化 した。
従 って,当 然労働統制の変化を伴な った。かつての ような政府 による直接 的
な労働統制政策は変わ った。財 閥系大企業自らが企業内部で能力主義による成
果給 制度 を導入す る一方で,同 時 に下請系列化を進めて低賃金労働 を外部に転
嫁す る間接 的な労働統 制戦略 を採 ってい る。 これは,大 企業労働 者'と中小企業
労働者 を差別す る,労 働者階級の両極分化 を もた らす もので ある。事実,89年
以降中間層(労 働者か ら上方移動 した新中間層 を含めて)の 急速な 「保守化」
が進 んでいる。その結 果,民 主化運動一般の高揚 とは対称的 に,労 働運動 は最
近急速 に萎縮 した。
このような1989年以降の中間層 の 「保守化」 と社会変革の中心勢力 としての
労働者階級運動 の弱体化 とい う厳 しい 「現実」 を,韓 国資本主義論争は捉 え得
てい るのだ ろうか。結論か らいえば,失 敗 した といわざ るを得 ない。それ どこ
ろか,安 易 に既存 の理 論の枠内に,そ の現実を裁 断 して入れ ようと努力 してい
るか にみえる。 ひいては,理 論的保守主義化が急速 に拡大 している。一体,そ
の 「誤謬」 はどこに起 因す るものであろ うか。
1.論争の前史
韓国資本主義論争には,理 論的な伝統がある。即ち,戦 前 の1930年代 の植民
地半封建社会論(以 下植半社会論)3',戦後旧 ソ連 による第三世界の規定(植 民
地半封建社会,従 属資本主義,新 植民地主義,民 族民主革命等)を 理論的な源
泉 として,1950-60年代に韓国 内部で提起 されて以来理論的正統の地位 を占め
続 けた民族経済論がそれである。事実1980年代前半 まで,民 族経済の 「自立」
思考 は国民の共感 を得 ていた6た だ,そ の方法をめ ぐって,一 方では軍部 と経




翰 出振 興 を通 じた経 済 開発 を推 進す るた め には,開 発 独裁 はや む を得 ない と主
張 したの に対 し,後 者 は,そ の よ うな開発 方式 は対 外 従属 と政権 の買 弁性 を拡
大 ・深 化 させ るだ けで あ る と批 判 した ので あ る。 この よ うな理 論 的 な ベー ス に
立 って,後 者 は1960年代 か らの高 度成 長 を経 済 自立 の確 立か らの離脱 とみ て お
り,韓 国経 済 は,対 外従 属 によ る経 済 余剰 の漏 出 と外 国債 務 危機 で破 局 に直面
せ ざ るを得 ない と主 張 した 。彼 等 は,真 の経 済発 展 は従 属 的 な二重構 造 に分 裂
した 国民経 済 を 「民 族資 本 」 を基盤 と して,民 族 的 自立 経済 へ 変革 す る ことに
よって しか ない,と 断 じた。 この よ うに民 族経 済論 の分 析枠 は二重経 済論 と民
族 資 本論,そ の 指 向 点 は自立 経 済 で あ った弔。 しか し,こ の理 論 は,ど の よ う
な過 程で 破 局が 必然 的 なのか,ま た そ の代 案 と して何 が真 の 自立経 済 な のか に
関 して は明確 な理 念 を提 示 す る こ とが で きなか った。 とこ ろが,当 時 の独 裁 政
権 批 判 の有 用性 のた め に進歩 陣営 に受 け入 れ られ た51。
1984年にな る と,労 働 者 階級 に よ る散 発 的 ・自然 発 生的 運動 や 学生 運動 が 日
常 化 ・大 衆化 す る中 で,今 まで の政 権 批 判 次元 を越 えて,「変 革 論」 と して の
理 論が 提 起 され た 。 それ は1980年代 始 めか ら導 入 され た周 辺部 費 本主 義論(以
下 周 贅論)か らの研 究 成果 で あ る。 つ ま り,韓 国社 会 は軍事 的,政 治 的,経 済
的,文 化 的 に米 国 と 日本 に従 属 してお り,そ の従属 性 が次 第 に深 化 して い る,
とい う認 識 か ら出発 して,帝 国 主義 の枠 の 中 にあ る以 上 「中心 」 部 に は進 入 で
きない,と い う従 属理 論 の基 本 内容 が 受 け入れ られた ので あ る。
従 属理 論 とは1960年代,ラ テ ンアメ リカの資 本 主義 論争 で得 られ た もので あ
る。 この理 論 は,帝 国主 義 国 と従 属 国 とい う二 分 法的 な分 離 を前 提 と した上 で,










の両者 間の構 造 的連 関 を解 明 しよ うと した 。従 って,第 二 次 大戦 後,特 に1960
年代,先 進 国 資 本主 義 によ って主導 され た従属 的 な包 摂 過程 に,ア ジア ・ア フ
リカ ・ラテ ンア メ リカにお ける工 業 化 の挫 折 の原 因 を求 め てい た
。 この よ うに
世 界経 済論 的 ア プ ローチ で の問題提 起 で あ った点 で 高 く評価 され な けれ ば な ら
ない 。
A.G.フラ ン クは,ラ テ ンア メ リカは,16世 紀 にす で に世 界 資本 主 義 に 巻 き
込 ま れて以 来,一 貫 して資 本主 義 的性格 を有 してい る と した。 また,ラ テ ン ア
メ リカに おけ る 「低 開発 の発 展 」 とい う工 業化 の挫 折 は,中 心 部の 「発 展」 と
は ま った く異 質 な資 本主 義 発展 の結 果 で あ る と主 張 した61。 この よ う に,彼 の
研 究 は ラ テ ン ア メ リカ資 本 主義 論 争 の 舞 台 を世 界資 本 主義 に設 定 す る こ とに
よ って,一 国資 本 主義 的 な枠 組 みで 議論 され て きた ラテ ンア メ リカ資 本 主義 論
争 の水 準 を進 歩 させ た。 また,「世界 資 本主 義 」 と 「低 開発」 とい う二 分 法 的
な資本 主 義世 界 経 済 論 は,当 時 の現 実 の状 況 を反映 してい る問 題提 起 で もあ っ
た。 これ が,韓 国 の周 資 論 に影 響 を あ た え る背 景 とな った。S.ア ミ ンは,A.
Gフ ラ ン クの 中 心/周 辺 構 造 の枠 組 み に基づ い て
,世 界 的規 模 で の資 本 蓄 積
の メ カニ ズム を 「不 等価 交 換 論 」で 論 証 す るな ど,「低 開発 の発 展 」 テー ゼ を
精緻 化 す る こ とに 専 念 した%こ の他 の 多 くの論 者 は,こ の 周 辺部 資 本 主 義 論
と第三 世界 の 内部構 造 分 析 を結合 した,「生 産様 式接 合 理論 」 ヘ シ フ トした凶。
しか し,従 属 理論 の静 態的 な 中心/従 属 図式 で は,先 進 資 本 主義 側 の構 造 的
危 機 下で の ア ジ アNIEs諸 国 の工 業 化 の 「成 功」,と い うユ970年代 後 半 の逆 説
6>FrankA・G・加 ・囲 　 "… σ・4　4・ゆ …'・ ・ 尺… 妬 　 ,N。wY。,k,M。。、hlyR。.1。w
Press,1975.(大崎 正 治 ・他 訳 『世 界資 本 主 義 と低 開 発 」
,柘 植 書 房,1976)
7)Amin,S.,AccumulationonaWorldS.`ale(Englished.),1974.(野口 祐 ・原 田 金 一 郎 訳 『周 辺
部 資 本 主 義 構 成 体 論一 世 界 的 規 模 に お け る資 本 蓄 積 く第2分 冊》 一 』,柘 植 書 房,1979)
8)従 属 国 の 諸 局 面 を 世 界 資 本 蓄 積 の 理 論 か ら機 械 的 に 導 き出 す 傾 向 を批 判 し
,外 的 側 面 よ り,内的 側 面 を 重 視
す る研 究 で あ る 。 代 表 的 な 研 究 で は ,Laclau,E.,L'FeudalismandCapitalismin
LatinAmerica",NewLeftReview,NO.67,May-June,1971.(原田 金 一 郎 訳 「ラ テ ンア メ リ カ に
お け る封 建 性 と資 本 主 義 」.大 阪 経 済 法 科 大 学r経 済 学 論 集1,第4巻 第2号(1980 年3月) ,Co「d　。・F・正1… 」F・1・【・・E.,DependencyandDene(opmenfinLatinAmerica(E。gli,h,d.),
(1979)等が あ る。
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的な経験 を説明で きない。 これ は,初 期従属理論の もつ,20世紀 の 「通時的帝
国主義」規定をそのまま採用 している ところに起 因す る。 また,こ の規定を採
用す る限 り,生 産様式接合 の理論の欠陥であ る,低 開発国における資本制的生
産様 式の全 面的な波及(・ 「一元化傾向」)が不 可能である,と い うこ とにな
る。 また,帝 国主義規定 と表裏 の関係 にあ る植民地主義規定 は,B.ウォー レ
ンの正 しい指摘 のように,労 働者階級 の政治的発展 を後退 させ,新 興 ブルジ ョ
ア階級 の経済的 ・社会的基盤の発展を過小評価 し,結 果的 に労働者階級 のブル
ジ ョア民族主義への奉仕を導 くのであ る9,。これは,韓 国の資本主義論争 に も
貫通す る一大問題である。
以下3期 に分 けて韓国資本主義 論争を鳥瞰す る。
2.論 争 の経 過
A)論 争 の開始
論争 は1985年,70年代 の 民族経 済 論 を代 表 す る朴 玄 壕氏 の問 題提 起 によ って
開始 され たL%そ れ は,民 族 経 済論 と国家 独 占資 本 主 義論(以 下 国独 贅 論)の
結 合 とい う方 法論 で,既 存 の民 族経 済 論 お よび植 半社 会 論 を 自己批判 的 に継 承
した もので あ った。朴 玄±采氏 は,こ の結 合 を(社 会構 成体 と して の)韓 国 資 本
主 義 へ の理 論 の 「具 体」 化 とい い,こ の生 産様式 の発 展段 階 と して の国家 独 占
資 本 主義 を,理 論の 「普遍 性」 と して規定 した。 そ して,こ の よ うな普 遍性 に
対 して,韓 国資 本主 義 の具 体性(=特 殊 性)を ,社 会 的性 格 と して の官僚 資 本
主 義,経 済構 造 として の従 属(的 再 生 産)と それ ぞれ 提 起 し,「植 民 地 的従 属
型 」 と して総 括 した 。 この よ うな 問題 提 起 は,現 実 的 に韓 国 資 本 主 義 の発 展








区分で論理的 な不整合性 を もつ ものの,現 実の一面 を捉えている点や民族経済
論 の延長線上にあ るとい う点か ら多 くの論者 に受け入れ られた。
このよ うな朴玄蝶氏の方法論 に対す る評価 と批判が韓国社 会性格 論争の開始
をつげた。朴玄±采氏の国独資論の立場 に対 して,周 資論の立場 を採用 しなが ら
批判 した李大根氏は次 のように主張す る。
"最初か ら封建性 を内部か ら打破 し
,原 著期 をへて産業資本主義→独 占資本
主義→国家独占資本主義へ と続 く西欧的資本主義化の道をた どらなか った周 辺
部社会を,西 欧資本主義発展過程 を計 る物差 しとはさみ を もって裁断す ること
はで きないのである。従 って,こ の地球上では二つの資本主義化 の道が並存す
る。 それは,西 欧的な(正 常 な)資 本主義化の道 とそれによって規定されなが
ら歪曲された周辺部資本主義化 の道がそれであ る。 この二つ の資本主義化の道
は別 々に分離 されて展 開されたのではない。一つの世界史の展開過程の両面 に
す ぎない。 それ故,各 々分離 され前後 を分ける 「段階論」(stage-perspective)
的接 近方式で はな く,統一..一的 に関連 した 「状 態論」(state-perspective)とし
て扱 うべ きであ る。 また,こ の土台の上で第三世界の低開発国の主体的な立場
か ら把 握 しよ うとしたのが 「周資論」 的分析視角で ある円II。李大根氏 は,ま
た韓国社会の周辺化過程の特殊性 を日本帝国主義 に求め,周 辺部資本主義への
移行 を1950年代の産業資本化にみてい る。そ して,韓 国は1970年代 まで 毫,,内
部構造の不均衡性 と対外従属性 を依然 として持 ってい ると把握された。
以上のことか ら,こ の両者の論争を,一 国資本主義的 な国独責請に対す る世
界資本主義論的な周資論,普 遍性 を強調す る国独資論 に対す る特殊性 を強調す
る周資論の ように対比す るの は,正 しくない。 とい うの は,両 者 と も 「具 体
性」 と 「普遍性」の両面を理論の射程においてい るか らであ る。実際 に李大根
氏 の批判 は,朴 玄蝶 氏 の資本 主義展 開 にお ける資本 の運動様 式 と世界 資本
11)李 大 根 「韓 国 資 本 主義 の性 格 に 関 して一 韓 国 資 本 主 義 論 に寄 せ て一 」,「創 作 と批 盲判,第
57号,1985(日本 語 訳=本 多 健 吉 監 修r韓 国 資 本 主 義 論 争 」,第1章,世 界 書 院,1990,26-27
ペ ー ジ、 た だ し,筆 者 の 本 稿 で の 訳 は 本 書 の 訳 と 一 致 しな い)。
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主義 との 関連性 とい う見解 に全体 的に 同意 しなが ら1Z】,ただ韓 国 資 本主義 を 国
独 資 とい う枠 組 みで 把 握 しよ う とす る点 に批 判 を集 中 して い るか らで あ る。
そ の後 論 争 の経 過 は,全 体 と して周 資論 の 脱落 ・棄 却 とい う形 で'3,,国独 資
論 を中心 と した統 合 が模索 され た。 この よ うな流 れは,1985年に お け る労働 運
動 の 著 しい高揚 と社 会 変革 にお ける労働者 階級 の 主導性 の 認識 が 高 ま った こ と
を一 定 反映 した もの で あ った。
B)論 争 の全 盛 期
戦 後一 貫 して韓 国 の進 歩 陣営 の社 会 運動 を主 導 して きた のは学 生運 動 であ っ
た。 従 って この韓 国 資本 主 義論 争 も学 生運動 と深 く関 わ っていた 。
1986年に,学 生運 動 組 織 の中 で 反 帝 国 主義 闘争 論 を骨 子 とす る,い わ ゆ る
NLPDR(NationalLiberationPeoplesDemocracyRevolution・民族 解 放 ・民
衆 民 主 主義 革 命 論)が 登場 し,反 独 裁 闘 争 論 を 主 張 す る,CA(Constituent
Assembly二制 憲 議 会)論 と対 立 した。 この対 立構 図 は1987年12月の大 統 領 選
挙 に敗北 す るまで 続 い た。 前者 の理論 基盤 は植 半 社会 論で あ り,後 者 のそれ は,
後で のべ る新植 民 地 国家 独 占資 本主 義 論(以 下 新 植国 独資 論)で あ った。
韓 国 で の植半 社 会 論 は,1930年代 に社 会主義 者 によ って主 張 され たが,1945
年植 民地 か らの解 放 以 降,韓 国 と北 朝 鮮 を問 わず,韓 国社 会 の進 歩 陣営 の理 論
を代 表 して きた 「韓 国 的伝 統」 とい え る。 ところが,1950年の朝 鮮戦 争 以 降 は,
一貫 した 反共 イデ オ ロギー の弾圧 を うけて,合 法 空 間で は姿 を消 した が,そ の
代案 と して,1970年代 に民族 経 済論 とい う理論 体 系が 台頭 して きた 。
ところが,植 半 社 会論 は,韓 国社 会 の特 殊 な歴 史的 状況 を反映 して 「民主 基
地 と して の北朝 鮮 」 を信 じてい る学 生 を主 軸 とす る一 部 の論 者が,北 朝 鮮 で韓
国 を規定 したそれ を受 け入 れ る こ とに よ って復 活 した ので あ る。





耕植 国独 責 請へ と変容 して きたが,こ れ は,国 独 責請 の優 位 下で の植 半社 会 論
の浸 透,即 ち,「新植 民 地性 」 が重 視 され た結 果で あ る。
耕 植 国独 責請 の国 家形 態 は,新 植 民地 フ ァシ ズ ム と して定 式化 され たが ,そ
の内 容 は新植 民 地 国家 独 占資 本主義(以 下 耕植 国独資)と い う土 台規 定 が変 化
しな い 限 りで は,何 の変化 も起 こらない,最 終 的 な国家形 態 とな ってい る。 そ
の内容 は1930年 代 の ナチ ズムの よ うな極 端 に抑圧 的 な形 態 で は な く,独 占資
本 を前 提 と した 開放 的 な独 裁 体 制 で あ り,従 って,(韓 国 の)国 家 は海外 独 占
資 本 に従 属 してい るが,国 内の独 占資 本 の蓄積 基 盤 を確 保 す る 「相対 的 な 自律
性 」 を もってい る。
ま た この時期 の反 帝国 主 義闘争 とい う時代 的 な要 請 か ら,棄 却 され た周 資 論
の復 権 も現 れ た。 丁聲 鎮 氏 は帝 国主義 規 定 と関連 して次 の よ うに述べ てい る。
"価値 法 則 を 基本 法 則 とす る資 本主 義 運 動法 則 は
,適 用 範 囲 が 帝 国主 義 体 制 で
あ る場 合 に は,修 正 され て貫徹 され る とみ な けれ ば な らない 。従 って ,資 本主
義 運 動法 則 の 貫徹 の 否定,ま た は,無 条 件 的 な貫 徹 とい う相反 す る偏 向 を訂正
し,韓 国 社 会 に お け る資 本 主 義運 動 法 則 の修 正 され た 貫 徹 ,と い う視 角 を確
立 ・適用 す る作業 が 至急 に要請 され てい る。 その よ うな作 業 は まさ に周辺 部 資
本 主 義 論 の問 題 意 識 の なか で効 果 的 に遂 行で きる14レ♂ そ して研 究 方 法 と して
は,レ ー ニ ンの 『帝 国主 義 謝 と韓 国社 会 分析 を具 体 的 に結 合 させ る こと を内
容 とすべ きで あ り(『帝 国主義 論』 の創 造 的発 展 過 程),周 辺部 資 本主 義 論 は こ
の よ うな作 業 におい て,一 つ の有 用 な研 究 指針 とな りうる,と 述 べ だ5,。この
よ う に,彼 は,戦 後 世 界経 済 を 「帝 国 主義 」段 階 と して把 握 し,80年代後 半 の










1980年代後半 の世界大で の資本の運動 と構造認識 は もちろんの こと,「戦後構
造」 とい う,質 的に戦前 とまった く異 なった歴史的条件 に関す る認識において
も誤 っていた。 またこの 「誤謬」は丁聲鎮氏に限 られ たものではな く,韓 国の
ほとん どの論者 に共有されているように思われる。 これ に関 しては第2章 の第
3節で言及す る。
1988年になる と,論争 は植民地半資本主義論(以 下植半資論)と 耕植国独資
論 の構図 となる。す なわち,植 半社 会論が耕植国独資論 との論争で半植資論へ
と修正 されたのであ る17,。
他方,1988年の学生運動では,NLPDR論主導 の反帝民族解放 闘争が激化 し
てい った181。この影響で,耕 植 国独贅論の重点 は,一 層 「新植民地主義」 にシ
フ トした結果 とな った。従 って,耕 植国独責請の基本 テーゼが,独 占強化 ・従
属深化論 として定式化 して現れたの も不思議なことで はない。
この時期 の新柏 国独資論 の代表者であ る歩勘栄氏 は次の ように主張 した。
"(原理論 としての古典的 な)資 本理論の一国資本主義的な応用 の試み は,資 本
主義一般の段 階論(例 えば独 占資本主義論)だ けで はな く,そ の類型論(世 界
資本主義 におけるその地位論,例 えば帝国主義/植 民 地主義論)を 不可避 的に
要 求す る。 これ によって,例 えば,現 代帝 国主義下での国独資の体制的な貫徹
が(新)帝 国主義 と(新)植 民地 ・従属 国で現れ る,特 殊 な必然性の問題 を解





Socialism",1V伽ムげヒRθ初8ω(Sep.一〇ct,199エ)等が あ る 。
17)最 も 体 系 的 な 研 究 と して は,「 民 族 と経 済」,大 同 出版 社(1988)が 挙 げ られ る。 「半 封 建 性 」
規 定 に 関 す る多 くの 反 論 の た め に,「 半 資 本 主 義 」 規 定 を採 用 す るが,帝 国 主 義 に よ る 植 民 地 的
な 支 配,と い う核 心 部 分 は 依 然 と し て強 調 して い る 。
18)1988年6月 の 韓 国 ・北 朝 鮮 学 生 会 談 推 進 運動,8月15日 国 土 巡 礼 大 行 進 の推 進,下 半 期 の 全 斗
煥 夫 婦 拘 束 闘 争 な ど.NLPDRグ ル ー プが 中心 とな っ て お り,CAグ ル ー プ の 主 要 関 心 事 で あ る,
労 働 弾 圧 に対 す る 闘争 と労 働 悪 法 徹 廃 闘 争 な ど は副 次 的 とな って い た 。
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明す る こ とが可 能 にな るL9).a"
この よ うに,民 族経 済論 を継 承 した新柏 国 独資 論 は植 半社 会 論 ・半植 責請 に
対 す る批判 を 自らの課 題 と しなが ら も,戦 後 分断 され た朝鮮 半 島 の状 況 か ら生
じた 「反帝 国 主義 」 感情 を乗 り越 え る こ とが で きなか った。 また,周 資 論 の 復
権 も同様 の限 界 を もち,「植民 地 性」 を よ り強調 す る もの で あ った。
この よ うな理 論 状況 で は,韓 国資 本 主義 の性格 をめ ぐ る論争 は,1987年以 降
の労 働 者 階級 の生 存権 闘争 を支 援 す る どこ ろか,か え って,新 中 間層 を含 む
「新 保守 主 義」 や 独 占資 本 の ナ シ ョナ リズ ムの イデ オ ロギ ー に利用 され るだ け
で あ った。
C)論 争 の再 出発
1989年Poiに入 る と,中 進 資本 主義 論が 台頭 し,耕 植 国独 資 論 と中 進資 本 主義
論 間 の対 立 構 図 に な る。
安 乗 直氏 の中 進資 本 主義論 は新 植 国独 資論 を批 判 の対 象 と してお り,世 界資
本主 義 に対 す る従 属性 は依然 と して存 在す る もの の,独 自的 な発展 の道 を歩.む
中進 資本 主 義 と して把 握 すべ きで あ ると主 張 した 。従 って,国 独 資 段 階 の把 握
を否 定 しな が ら,低 開発 国で もな く,(国 家独 占資 本 主義 段 階 の)先 進 国で も
ない 韓 国経 済が,中 進 資本 主義 と して 発展 で きた 国際 的 ・国内 的条 件 お よび,
そ の形成 要 因が 分 析 の 環 とな る2"。この 理論 は 「自国 資 本'に よ る高 度 蓄積 ・
従属 弱化論 」 で あ り,低 開発国 → 中進 国→ 先進 国 へ,と い う一 国資 本 主義 論 的
な発 展 論 で あ る。
この よ うに,事 実 上,新 古 典 派 の開発 経 済学 の主 張 と同一結 論 とな ってい る
が,こ の理 論 の導 入 は あ る意 味 で は必 然 的で あ った とい え る。 なぜ な らぼ,進









歩陣営でいままで主流であ った耕植国独責請が主張 して きた韓国資本主義の破
.局論的展望が,資 本主義発展 によって否定されざるを得 ない 「状況」が実在 し
ていたか らであ る。
この ような中進資本主義論 に対 して,耕 植国独資論者 のヂ勧 栄氏は,中 進資
本主義 論を韓国資本主義の 「自立化」・「改良化」 を予想する脱植民化論 の一つ
であ る と断定 した。彼 は,「独 占強化 ・従属深化 」 を土台 として,(新植民地
的)フ ァシズムの現実性 を把握 すべ きである と述べた後,こ のような観点に基
づいて 「自立化」・「改良化」を次のように規定 している。即 ち,危 機 の発展 の
中か らの 「自立化」の内容が,耕 植国独資の蓄積 メカニズムの転化(そ の前提
としての市場解放 化,結 果 としての超 国民 的金融資 本 〔アメ リカ金融資本…
李〕 による新 しい蓄積形態への韓国の従属)に す ぎない こと,ま た 「改 良化」
の内容 は,フ ァシズム的な統 治形 態の転 化(国 家 の転化で はない
,自 由 ブル
ン ヨアジー との妥協,即 ち,そ の軍事的官僚的外皮か らの脱却)に す ぎない こ
とである とした。そ して,変 革の性格は依然 として反帝 ・反独 占である と主張
したへ また この時期の耕植国独責請の上部構造論(・ 国家論)で あ る新植民
地 フ ・シズム論 は・必然的に破 局にいたる最終白勺な国家形態 と・・う視角か ら,
国内の独占資本の蓄積基盤が 「構造 的危機」に直面 してい る場合には,そ の危
機 を独占資本に有利 な方向に解決 しなが ら,安 定的な国独資体制への移行を保
証 する過 渡期的国家形態である との認識に修正された。
以上の論争 の過程を もう一度簡単 に要約する と,1985年の国独資論 と周資論
の論争の開始 と,国 独資論優位下での周責請棄却,そ の後,1986年か ら1988年
にわた った耕植国独責請 と植半社会論(植 半封建性論 と植半資論)の 対立 と相
互浸透 を経て,.噺植民地性」 に重点が置か批 縄 国独資論が確立 された
。
ところが,そ の後1989年以降 は社会状況 の変化 を反映 しなが ら
,一 方での中進




つ とい う耕 植 国 踏 納 部 か ら・ 「崩 壊 」
,・ い ・た 理 論 的 保 守 蟻 化 が 始
ま った とい え よ う。
筆者はこのよ うな1989年・理論状況を深刻 ・受け とめて
,労 資関係。醐 成
による労賭 鰍 の弱体化 と社会全体の保守化・実体 ・原因 を
科学的に理論化
すべ きであ り・「瀞 の再出発捷 して蘇 らせなければならな
い 、思 う。
次章では・その後の諸理論の検討 を行 うが,・985年以降の静 を全体 として
「鮎 強化=従 属 深化備 ・し・ その・寸比 として 「鮎 強化 ・従属弱化 廉
い う対比の仕方 を採用 ・て・・985年以降・全体・理論を瀦 成す・・とに しよう
。
1論 争の再構成 と問題提起
以上 の叙述か ら判 るよ うに・鯛 躰 蟻 瀞 では,「鮎 の問題」 と 「従
属の問題」 を接合 比 いわゆる 「鮎 と従属 の問題 の 一 体化・」が_貫 した
問題設定 とな ・て きた・輔 の植半社会論か ら・・年代の民灘 済論を経
て論
争が生みだ した耕植国独資論に至 るまで,諸 理論の共通認識 は 「独占強化=従
属深化」であ・た と・・えよ う… うが・989年
,中 進躰 議 論 。纈 を皮切
りに・それ賑 「独占強化 ・従属弱イヒ」へ・偏向湘 立
つ よう・な。た.以 下,
一つ のテーゼに関 してそれぞれ検討 をイ了・
・ その両者 に共通 して貫かれ てい る
「障害」 を引 き出 ・・そ・障額 因を切 り取 ・ための 「手掛か り」 を追求す 、
ことに しよう。
1.「独占強化=従属深化」論の検討
前章の叙述で判るよう・鯛 躰 蟻 論争の経過・なか・注 流
の 「嫡子」
噺 幽 獺 論である凄 約すれば滞 国蟻 による齪 塒 代を緻
。た韓
国において識 前から慣 し罐 国政詑白縮 学の正統は
,従属靴 テ.ゼ、ほ
かならなかった・従・て,朴玄紙 ・問齪 起から始まる醐 資本議 を科学
的に認識しようとした努力は・本来その理論が依。ていた・が一醗 済論であ
る国獺 論であ・たに醐 わらず,時代の要請に流され・(植半社会論誼 半
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贅論 の対立物で あったはずが),結局の ところ 「新植民地性」 を強調する新柏
国独責請 に帰着せざるを得 なか った。つま り,韓 国版従属理論であ った。 この
理論 によると,韓 国資本主義は,新 植民地的な特殊性 をもつ国家独占資本主義
であ り,発展傾向は独占強化;従 属深化であ り,そ の上部構造 は新植民地 フ ァ
シズムである。 また,従 属の本 質を資本輸 出を媒介 とする帝国主義 と新植民地
間の支配一従属関係の形成および,そ の結果成立する植民地超過利潤で把握す る。
も とも と国独責請の韓国版であ る耕植国独資論は,資 本主議の展 開過程 を
「生産 の社会化」 とい う観点で把握 し,資 本主議の次 に くる社会 の基本的な特
徴 を国有化 ・計画化 に求 めてお り,ま た,国 家介入 の必然性を独 占資本主議の
矛盾 の拡 大,深 化か ら導 出 し,究極的には諸矛盾が解消で きないことに共産主
義 への移行 を展望 していた。 ところが,こ のような国独資論の危機論 を前提 と
しているに もかかわ らず,耕 植国独資論者の 「耕植国独資の危機」 は,国 独資
一般 の根本的な克服(=体 制移行)が 不可能な危機 となって しまった。これは,
国家独 占的な調節危機である 「一般性」 と,そ れに結合 した 「新植民地性」か
ら くる韓国資本主義 の 「特殊」な発展傾 向を 「独 占強化 三従属深化」論で捉 え
た ものであ り,究極的 には資本主義発展 それ 自体か ら,先 進国独貴国の危機 と
は異なる相対的に強度な新植民地的な 「危機の必然化 ・恒常化」 を導 くことを
意味 していた。 この理論 は韓 国社会が半封建社会ではな く(植 半社 会論 との対
立),資本主義であ ることを明 らか に した こと,そ して韓国社会の未来像が決
して先進資本主義ではない ことを強調 して きた詔,。
このよ うな韓国の政治経済学の理論的な正統であ る,従 属深化テーゼに伴 う
「障害」を指摘す る必要がある。諸理論の発展傾向である必然的な破局 とい う
枠組で は当然の ことであるが,国 内の政治的,経 済的イデオロギーの変化は常
23)従属深化齢は戦前の植半輪,70年代までの民族経済論,周 資論,国 独資論,植 半社会論 ・植半
資論,新 植国独賁臨に至るまで貫いている,韓 国の政治経済学の理論的な正統 といえよう。実証
研究 として代表的なのは,ソ ウル社 会科学研究所経済分課編In国 における資本主義発展」,セ
ギル(1991)がある。 また最近の論文 としては,サ 勘栄 「韓国における'マルクス主義の危機'
と韓国社会性格論争」r月刊社会評論」,社会評論社(1992年8月)がある。
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に階級闘争の産物である,と い う認識がかけて しまう。 しか も帝国主義 と新植
民地間の対立構 図か ら生 じうる民族主義 的なイデオロギーの色彩 は,現 実 にお
ける階級闘争 の意義 を綾小化させ る結果 となる。実際に,諸 理論 は1987年以降,
高揚す る労働者階級 を組織化す ることか ら目を外 らし,1989年以降の労資 関係
の再編成 に伴な った労働者階級 闘争の弱体化 に真正面か ら対応 す ることがで き
なか った。
2.「独 占強化=従 属弱化」論の検討
1990年代 に入ると,社 会主義世界経済の崩壊 の影響 とも相ま って,主 流であ
る耕植国独資論 に対す る 「批判」 と耕植 国独資論内部か らの 「反省」・「離脱」
が顕著 とな り,マ ルクス主義経済学の全体系 に及ぶ範囲にまで広が って きた。
進歩 的な学術 団体 の連合体 であ る,学 術団体協議 会が主催 して1992年7月に
行 った 『現段階`マ ルクス主義 の危機 と進歩運動』 とい うテーマの シ ンポジ
ウムで,李 柄天氏 の 「ポス ト・マ ルクス主義」 の提起 による 「離脱」 の宣言が
示 された後,こ の傾向は最近 まで増幅の度 を強めている24ト。 こ こで,李 柄天氏
は,韓 国の資本主義発展 とそれに伴 う資本家階級 の分化,労 働運動の成長,国
家の 自立性の増大,そ して世界体制における地位の上方移動 を耕植 国独資論で
は説明で きないと し,マ ルクス主義 の歴 史的唯物論批判 と,共 産主義への移行
論の 目的論的性格 を批判す るなど,西 欧 マル クス主義批判 の成果を多 く取 り入
れた。他 に,耕 植 国独贅論内部か らの 「離脱」 は国家論の領域 で も現れた。耕
植 国独責請 に労働者階級視点の政治理論が不在であ ることを批判 しなが ら,新
植民地 ファシズム論 の破棄 を宣言 し,変 革代案 としてブルジョア民主主義 を当
面の課題 とすべ きであ ると主張 した李 ソンヒ ョンの研究がそれであ る細。 この
ような新 しい研究動向は,既 存の 「独占強化 ・従属深化」論に対す るアンテ ィ.
24)李 嫡 天 「ポ ス ト ・マ ル ク ス主義 と韓 国 社 会 」 『月刊 社 会 評 論 』,社 会 評 論 社(1992年9・ ユ0月)。
25)李 ソ ン ヒ ョ ン 「新 植 民 地 国 家 独 占資 本 主 義 論 の 主 要 争 点 に 関 す る 再 検 討 」,『月 刊 社 会 評 論 」,
社 会 評 論 社(19917月 〉。
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テーゼで ある 「従属弱化」論の範疇 に属す るもの として受 けとめ られ る鮒。
ここで,新 柏 国独責請批 判 としての(国 家)独 占資本主義論 の代表的な研究
であ り,「独 占強化 ・従属弱化」論の枠組みで,「従属軽視」を主張 してい る李
在煕氏の研究を検討す る。李在黒氏 は,韓 国の99大企業の生産過程の変化 を中
心 に実証分析を行 い,ユ980年代以降,対 内的側面 でこれ らの大企業が独占資 本
に転化 した とみた2%つ ま り,こ の時期 に韓国は産業資本 主義段階か ら独 占資
本主義段階へ発展 した とい う。李在煕氏 は,こ の独 占確立 による従属弱化傾 向
の指標 と して次の六つ を提示 している。それは,① 商品輸 出における商業的従
属性 の緩和,② 部品の輸入代替 による生産手段の従属緩和,③ 外 国借款への依
存度の低下 による金融的従属の緩和,④ 外国人直接投資の減少 による資本の面
で の従属の緩和,⑤ 従属 の形態変化(金 融的従属か ら技術的従属へ),⑥生 産
性 の優位 による海外か らの超 過利潤 を得 る 「本来 的」 な資本輸 出の 開始で あ
る鋤。 ここで李在煕氏 は,① か ら④ まで の従属性 は緩和す る一方で,生 産技術
の対外依存 による技術従属性は更 なる深化 の可能性がある とし,こ の技術 従属
性 は高度な国際分業段階における後発国資本の従属性 の基本形態である として
い る認〕。
このような李在煕氏の研究は独占資本主義段階規定に関 して,議 論の余地 は
多いが,こ こでは⑥ の指標 に限 って論 じる ことに しよう。李在煕氏は,韓 国独
占資本の形成は,引 き続 く先進国の輸入規制によって過剰生産資本 として現れ,
これが独 占資本主義段階では当然資本輸 出され るとしている。 ところが,大 企
26)従属弱化論の代表的な研究は,安 乗直のの前掲論文(前 も述べたように彼は独 占段階論を否定
しているが この範疇 に入る),李柄天の前掲論文,李 在煕 「韓国の独占資本形成に閲する研究一
製造業99大企業を中心に一 」,ソウル大学経済学博士論文(1990),梁字真 ・洪ザンピョ編 「韓
国資本主義 分析」,イルビ・ソ(1991),崔ジョン 楠 韓資本主義現段階一 独占強化 言従属深化
テーゼ批判一 」,前進(1990>等がある。この中で李在煕(1990>の研究が 「独占強化 ・従属
弱化」 テーゼに関す る最 も詳細で体系的な実証分析である。
27)李在煕,前 掲論文,第2章(28-107ベー ジ)。




業購 入規罐 突破するため・最小限・進出を制限 してお り
,し か も最鮪 立
工程に限られ てい るために・現地での生産性轍 争す る先進国企業 を上回ると
し・これによ・て通 過利潤が得 られると主張 した.ま た ・のよう腫 工業分
野 を中心 とした鯛 の大企業 の対先進国酵 投資分析 を通 して牌 国資本職
の従属 の弱化一脱 従属(自 立化)一(本 来 の)帝 国蟻 へ の転化 を導 い て、、
る'Ol・まず指摘で きることは・1987年までの細 の対外 直搬 鰍 計で,大 企
業の対外進出の特撮 確鶴 また・れによ・て韓国躰 議 の 「従属軽視」
を導出するの 髄 めて危険であ る・とである.と い うのは牌 国の直接投鮒
む しろ1988年以降から本格化 していること,し か も,限 界 に追 ・・込 まれた中,1、
企業 の対 アジア後発国投 資が主流 とな・て・・る ことか らである・・
。 また,彼 の
い 殖 搬 資 における生産性 の相対的な優位 は自動車 庵 気 ・電子のような標
靴 ●成熟化 し罐 業分野 に限られて・・ること,し か も,こ の こと自体が これ
らの礫 分野における世界人での競争が激化す る中で
,先 進国多醗 蝶 の新
し砲 摂手段であ る 「国際非戦略提携」}・統合されてい く結果であ る。 とを指
摘で きよう32,・つ ま り・現 実に進行 している事態 は,独 占飾 主体の運動 によ
る新たな 「包摂」過程 にす ぎず,こ れがまた世界経鯖 造の 「重層性」 を創 出
する動因 とな・ているので ある・従 ・て,彼 が主張す るように,「(本来の)帝
国主義への転化 」 として把握す ることには同意で きない。
以上のよ うに,李 在煕氏 の 「独 占強化=従 属弱化」論は,国 内独 占資本の確
立→海外への展 開 と・・椴 階的 な移行 を従属の野靴 傾向 として理解 しているこ
とが うかが える。
30講惣 顯 灘驚 篇謡講徽 撒
驚
31)筆 者,前 掲 論 文 。
32)1980年代における主に先進国閲読 姻 一 後進国間での国職 略 .織 略融, ,。 描 の産
欝難 灘灘 撫欝灘灘 欝
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以.仁,李在煕氏 の(国 家)独 占資本主義論を検討 したが,中 進資本主義論,
他の(国 家)独 占資本主義論,ポ ス ト ・マルクス主義論の レギュラシオン理論
等 にも共通 してい る従属弱化テーゼは,「独 占強化 ・従属深化」論 の もつ破局
論的傾向 を批判 し,韓 国資本主義の 「現実」を客観的 に認 識す るた めの 「試
み」であ ったこ とには一定の評価を与 えなければならない。 ところが,こ れ ら
の新 しい研究 は,既 存の新植 国独責請が肥 え得 なか った1980年代後半 の韓国資
本主義 の 「構造転換」を,中 進資本主義,ま たは帝国主義への転化 として余 り
に も過大評価 して しまらたことに問題があるよ うに思われ る。 この限界は,本
稿 の 「は じめに」で言及 したよ うに,「重層性」 を内容 とす る世界経済構造に
関す る認識が欠けていたが故 に,一 国経済論 的なアプローチに傾斜 して しまっ
た ことに求めれる。実際 に,従 属弱化テーゼは 「独 占強化 ・従属深化」論の理
論的批判 と対 立の所産であ ったので,同 一線上の 「従属性」の設定 にこだわ り
続 けていた。つ ま り,従 属弱化論 は,韓 国的伝統が生んだ従属深化論 との 「双
子」に他 ならなか ったのである。従 って,従 属深化 テーゼが民族主義への偏 向
(・理論的保 守主義)を 正 当化す る恐 れがあ ったのに対 し,従 属弱化 テーゼ も
口だけで の 「階級革命」 を掲げる冒険的極左 または,日 和見主義的右偏向に陥
る余地が十分残されていた。
筆者 には,「従 属性」 を強調す る耕植 国独資 論 も,ま たその対 立物で あ る
「従属性」軽視 論の新 しい研 究成果等 も,共 有 してい る 「従属性」把握 に大 き
な 「障害」が横たわ っているように思われ る。従 って,そ の障害の 「除去」の
鍵 は,現 代韓 国資本主義の歴史的に新たな世界経済にお ける位置を,「従属性」
性格を含めて再規定す ることにある。その際,こ れ までの論争 における 「従属
性」理解が,同 じコインの裏側であ る 「帝国主義」理解の不充分さ と関わ って
お り,特 に 「戦後構造」 の 「帝国主義」規定の誤謬 に起 因す ることを確認する
ことが求 められてい る。何故 なら諸理論の 「帝国主義」規定は20世紀前半(第
一次世界大戦か ら第二次世界大戦直後までの歴 史的時期)に 妥当 した レーニ ン
『帝国主義論」'31でのそれを暗黙理 に前提 しているよ うに筆者 には思 えるか らで
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ある。それ は帝国主義列強 による植民地再分割戦争に世界経済の病弊 ・全矛盾
が集約 され る歴 史的段階での 「帝国主義」であ り,ま た 「植民地 ・従属 国」で
あ った。 ところが,第 二次大戦後1950年代以降の世界 は,植 民地体制が崩壊 し,
帝国主義列強は対立 よ り協 調を主要 な側面 とす る関係へ と転化 した。その状況
下で,韓 国 を含 む発展途上国は60年代 より経済発展 の道をひた走 って きたので
あ る。明 らかに世界経 済の構図 は レーニ ン段 階 と異 なってい る。「先進工業列
強」 の技術 ・資本 ・市場支配の もとで,韓 国資本主義 は発展 し,80年代末 には
日 ・米 には依然 「従属=依 存」を続 けなが ら,他 方で はアセアン諸国や 中国へ
直接投資を し,世 界的な多国籍企業 を育て る程の経済力を持つに至 ってい る。
そ してそれに相応す る国内経済 ・政治体制を当然のことなが ら構築 してい る。
以下の順序 は,ま ず次節で 「戦後構造」の歴史的な条件 に対す る把握の過ち
を訂正す るために,レ ーニ ンの 『帝国主義論』の理解の仕方 に関 して述べ,引
き続 き第3章 で は1980年代後半の 「構造転換」 に関 して言及す ることに しよう。
3.「戦後構造」の歴史的規定性 について
韓 国の資本主義論争の諸理論は,ほ とん どが今 日の世界経済における資本主
義の構造 と運動 を,レ ーニ ンの 『帝国主義論』段 階と同一視 している。
まさにこのことは,と りわけ 「戦後構造」 とい う異質的な歴 史的条件,さ ら
には1980年代 後半 とい う新たな歴史的条件(・ 二つの体制の崩壊過程)を も論
理構築の射程に入れ るべ きであ るとの ごく当た り前の理解が欠けてい ることを
意味 している。従 って,戦 後は レーニ ン 『帝国主義論』段階 とは質的に異 なる
ことを理解す るために,レ ーニ ン 『帝国主義論』 の歴史的位置づ けを検討 しよ
う。
周知の とお りレーニ ンの 『帝国主義謝 は,20世紀初頭 において独 占段階 ζ
い う新たな段階に入 った資本主義の構造 と運動 を理論化 した ものであ った。 こ
33)日 本 語 訳r資 本 主 義 の 最 高 の 段 階 と して の 帝 国 主義 」,大 月 書 店{レ ー ニ ン全 集 第22巻,訳 書
の213-352ベージ)。
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こで まず,レ ー ニ ンが常 に歴 史的諸 条件 を帝 国 主義 の運 動 法則 を解 明す る論 理
と密 着 させ て い た こ とに注意 を払 わ な けれ ばな らない 。そ れ は,『帝 国主 義論』
の論 理 を一 般理 論 的内容 と.特殊 世 界経 済的条 件 に分離 す る こ とはで きな い とい
うこ とを意 味す る。 その歴 史的規 定性 とは,彼 の帝 国主 義 の定 義 におけ る第5
標 識 にお い て 明 らか で あ る。 この 第五 標識 す なわ ち,「世 界 分 割 の完 了」 とい
う歴 史的 条 件 こそ が,帝 国主義 の運動 と矛 盾 の爆 発 の あ り方 を規 定 して お り,
その も とで の不 均等 発展 法 則 の作 用 は,帝 国 主義 諸列 強 に よる世 界 の再 分 割 の
た め の戦 争 を不 可避 の もの とす る。従 って,20世紀初 頭 にお いて 帝国主 義 諸 列
強 に よ る再 分 割 戦争 の不 可 避性 を論証 し,そ こか ら来 るべ き帝 国主義 戦 争 を内
乱 に転 化 させ 革 命 を遂行 す る こ とを労働 者 階級 の任務 と して提 起す る レーニ ン
の理 論 にあ って,こ の第 五 標識 は,他 の四つ の標 識卸とは異 な る特別 な意義 を
持 ってい るので あ る3%
と ころが,第 二 次 世 界 大戦 後 の 「戦 後 構造 」(レ ー ニ ンの第5標 識 にあ た る
歴 史 的 条件 で あ るが)は,① 戦 後1960年代 前半 まで の植民 地体 制 の完 全 崩壊,
② 資 本主 義 世界 経 済 にお け るア メ リカ一 国 の優位,③ 社会 主義 世 界体 制 の形 成
(=二つ の体 制)に よ る米 ソ問 の冷 戦体 制 の存 在で あ る。従 って,こ の新 た な
第五 標 識 は20世紀初 頭 とは根 本 的 に異 な ってい た。 この 中で,① と③ の条 件 に
よ って20世紀 初 めの よ うな帝 国主義 に よ る従 属諸 民族 の搾 取 は,直 接 的 な もの
には な らな くな った。 また条 件 ② が 加 わ る こ とに よ って,「 帝 国 主義 諸 国 」 間
戦 争 の可 能性 は大 き く後 退 した 。
以 上で 「戦 後構造 」 を20世紀 前半 とは質 的 に違 う 「新 しい」段 階 として 規定
した 。次 の三章 で は,こ の ような新 た な歴 史的 条件 を前提 と しなが ら,ま た そ
れ に制約 され なが ら,戦 後 多 国籍 企業 を主体 とす る資 本 と生 産 の集積 ・集 中過






換 」 の 内容 に焦 点 を合 わ せ て素描 す る こ とに す る。
皿 結びにかえて一 二つの 「重層性」一
1980年代 末 とい う新た な歴史的般階(・ 二つの体 制の崩壊過程)で ,世 界人
での資本の運動 と構造 を,ま たそこから生 じる労資関係 の国家による統括 とそ
の国際的な連関 を,韓 国 との関わ りで試論的 に述べてお こう。
【資本の運動の重層的構造1
「戦後構造」 とい う新たな歴史的条件 のもとで,世 界経済の運動主体 として
の独 占資本 の60年代 アメ リカ企業 の多国籍化,引 き続 く欧州企業,日 本企業 の
70年代,80年代 におけ る多国籍化が展開された。即ち,ユ970年代2度 に亘 った
オイル ・シ ョックによ って,先 進国独 占体の間で勢力の地殻変動が生 じ,ア メ
リカ企業の一人舞 台に 日 ・欧企業が参加することになった。 これは独 占資本主
義段階に必然的な.激 しい競争 による ものである。1980年代 には企業内世界分
業や よ り先端 的な分野にまで広げ られた国際戦略提携 を通 じて生産 の集中 ・集
積が進 んで きた。 これはまた韓国を始め とす るアジアNIEs企業 を取 り込む形
で行われ,引 き続 き,こ れ らのNIEs企業 も1980年代後半 アジア後発 国にその
利潤源泉を求めて本格 的に進出す る状況が生 まれた。この ような資 本の運動 の
「重層的構造」 に基づいて,世 界経済の一体化傾向が ます ます進 んで きた。
このよ うな 「重層的構造」 の中間に位置する韓国企業は,国 内で先進 国企業
に包摂 されなが ら,後 発国で は現地企業 を包摂 してい くことになる。 ここでい
うまで もな く,韓 国資本主義論争 における帝国主義国/従 属国 とい う 「二極対
立構造」把握の誤謬が明白となる。
【賃労働 関係 の国際的 な重層的構造】
このような世界人の独 占資本の運動の重層的構造 と関連 して,.1980年代後半
の労資関係の国際的な連関 をみてみよ う。 まず,1973年のオイル ・シ ョソク以
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降の日本の賃労働 関係 に関する渡辺治民 の著書 『企業支配 と国家』 を参照す る
こ とか ら始 めよ う。氏 によれ ば,オ イル ・ショック以降の不況期 に,企 業 は
「生 き残 り」 のた めと称 して厳 しい合理化(・ 減量経営)を 推進 し,そ れに対
して多 くの大企業労組がその減量経営を承認 し,そ の結果 この不況期 を通 じて,
逆 に体制的労働組 合運動(・ 労働運動内部における協調主義の支配)の 潮流が
強化 された。また,そ の背景には企業ナ ショナ リズムの イデ オロギーがあ り,
減量経営 を強行す る と同時に,「洪水」のよ うな輸 出,資 本進 出を強めた。不
況脱出後 も企業ナ ショナ リズムのイデオロギーはます ます労働者の中へ浸透 し,
これが国民の 「保守化」を加速化 した。その結果 としての国家再編の方向は,
帝国主義的社会関係 の成熟 に伴 う帝国主義的国家体制づ くりの志向 とみるべ き
であ り,そ の際議会制民主主義のイデオロギーを主要 な柱 としている36〕。氏 は
このよ うに,労 働者階級が人口の半数 を占めなが ら,依 然 として保守の支配が
維持 されてい ること,す なわ ち,労 働者階級が自己の階級的意志 を示す ことが
妨 げられてい る基盤を,70年代(さ らには60年代)以 降の 日本 における労資 関
係の変化 に求めている。
韓 国では1980年代後半,先 進国企業 との 「国際非戦略提携」 に財閥系大企業
が新 たに包摂 されなが ら,急 速な産業構造の転換が進め られた。1989年以降は,
早 くも新たな労資関係が構築され始 め,企 業ナシ ョナ リズム と政府 の 「新保守
主義」 イデ オロギーの もとで,労 働者階級の両極分化が進められてきた。これ
に従 って,「下位」の労働者階級 に対す る労働統 制が強化 された。 ところが,
次第に限界に達 した中小企業は組立工程を中心 に未熟練低賃金労働力を求めて,
後発国(主 に アジア地域へ)進 出せざるを得 なか った。
このように韓国の中小企業が低賃金労働力 を後発国に求 めること(=賃 労働
36)渡辺治 『企業支配と国家』,青木書店,1991,18〔}一187ページ。氏 は,戦 後 日本の対米従属.
国家主義 的国民統合の未完成などか ら 「日本帝国主義」 という規定を避 け,し か し同時に国内的
支配の点では,明 らかに現存の保守支配が独占資本主義の強化による超過利潤に基づ く階級対抗
の歪曲に根拠を持 っていることを強調するために,「帝国主義的」 とい う表現 を使った と付 け加
えている(2ユ7ベー ジ)。
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関係 の外延的拡張)か ら,一 方で は自国の下位の労働者 を差別 しなが ら,他 方.
でさらに後発国の労働者 を差別す る,と い う賃労働関係の諸国家間の重層的構
造が うかがえ る・従・て・労資関㈲ ・それぞれの国家 によ ・て統括 されながら
,
各国はそれ ぞれの下位 に位置す る諸 国か らの剰余価値の移転によ り,と りわけ
先進国では国内労働者 階級 の全般的 な保守化がすすめられ,韓 国のよ うな中間
に位置す る諸国で も保守化傾向が強 まることが予想 され る。
要約する と,韓 国は資本の運動 は勿論,そ の対称的位置にある労資関係 も一
方で先進国 によって 「包摂」 されなが ら,他 方で後発国を 「包摂」 してい くと
うい う二つ の 「重層 性」 をもっている。 この よ うな 「重層的構 造」(=資本 の
運動の重層性 と,こ れ による賃労働関係 の重層性)の 存在 は,20世紀初 めの よ
うな帝国主義 とは歴史的条件が異な った 「戦後構造」 に制約 されなが ら,戦 前
とはまった く違 った資本主義の進展の結果,と りわけ1980年代後半 に生 み出さ
れた ものである・ これはまた198・年代末以降 噺 たな歴 史的条件(・ 社会蟻
体制 の崩壊 による既存の資本主義世界経済の最:下位へ の移行)に よる規定を被
ることになるが,こ れ によって,結果 的に世界の 「重層性」は一層増幅す るに
違いないだろ う。
最後 にこの資本 と賃労働 関係 の国際的重層構造に基づ いて,諸 国家間の政治
的ネ ッ トワー クをみ よ う。 ここで は,賃 労働関係が 「重層 的構造」 の どこに位
置されているかが決定的に重要である。何故なら下位国か らの収奪 によって,
上位国の体制維持のための必須条件が満たされ るか らである。下位国に対す る,
相対 的な上位国間で の共同管理 とい う国際協調体制が現 に存在 している37}。
以上の ことか ら,資 本と賃労働 関係の国際的 「重層性」 と諸国家間の協調体
制の存在 は,戦 前の帝国主義国 と従属 国とい う二極対立構造認識 を破棄すべ き
との帰結 につながる。





韓国資本主義論争 に今求め られ るのは,こ のよ うな国内外の状況 を的確に把r
握す るための各方面で の実証研 究の積 み重ね と,そ れ らを理論化 ・概念化す る
研究者 の努力であ ろう。従属深化あるいは従属弱化 ・従属否定論の呪縛 から自
由な,調 査 ・研 究の活発化 にこそ活路 は求め られなければならない。
